
第１回 未来につなげる
少子化対策調査事業研究会

令和５年１０月３１日（火）

こども政策課
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１ 本県人口の推移と将来推計

○ 本県人口は１９９５年（平成７年）の１１７万６千人をピークに減少傾向。
○ 減少スピードは加速しており、将来推計では、２０３０年（令和１２年）に１００万人を割り込み、

その後も減少が続く見通し。
○ 特に、生産年齢人口（１５～６４歳）が大きく減少し、地域や産業を支える担い手不足が進行。
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２ 本県の人口動態（自然動態・社会動態）の推移

○ 自然動態は昭和５５年以降縮小傾向が続き、平成１５年から自然減（死亡＞出生）に突入。
○ 社会動態はオイルショックなど不況時を除き、転出超過（転出＞転入）が続いている状況。

しかし、近年のコロナ禍における地方回帰の流れもあり、社会減は縮小傾向。
○ 平成１５年以降は、自然減と社会減が同時に進行し、人口減少が加速。



(１) 出生数・合計特殊出生率
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○ 合計特殊出生率は平成１７年を底に、持ち直しの動きが見られたものの、ここ数年は低下傾向
○ 令和４年の合計特殊出生率は１．６３で全国２位
○ 出生数はこの３０年間で４１％減少、この１０年間で２８％減少
○ 令和４年は７，１３６人と過去最少、この３０年で最も大きな落ち込み（▲６．０％）

資料：人口動態統計

３ 本県の少子化の現状

３



(２) 少子化の主な要因（未婚化）

○ 未婚者の約８３％が「いずれ結婚するつもり」との意向（Ｒ１：宮崎県「結婚・子育て意識調査」）
○ ５０歳時未婚割合（生涯未婚率）は、男女とも４％台だった平成２年と比較して大きく上昇

Ｒ２：男性２４．６４％、女性１６．８３％

※全国平均（Ｒ２）：男性２８．３％、女性１７．８％

資料：国立社会保障・人口問題研究所
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(３) 少子化の主な要因（晩婚化）

○ 平均初婚年齢は男女とも上昇傾向。昭和５５年と比較して、男性で２．９歳、女性で４．２歳上昇
Ｒ４：男性３０．１歳、女性２９．２歳

※全国平均（Ｒ４）：男性３１．１歳、女性２９．７歳

資料：人口動態統計
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(４) 少子化の主な要因（コロナ禍による婚姻数の減少）

○ 新型コロナウイルス感染症の影響（Ｒ２～Ｒ４）により、出逢いの機会が減ったことや、経済的に
厳しくなったことによる将来への不安感などから、婚姻数は大きく減少（Ｒ１→Ｒ２：▲１０．５％）

○ 令和４年は３，８０５件と過去最少で前年比▲２．１％（全国的には０．７％増加）

※ 婚姻数の大きな落ち込みが、令和４年の出生数の大きな落ち込みに影響したと考えられる。

資料：人口動態統計
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(５) 少子化の主な要因（こどもを生む世代の女性人口の減少）

○ 本県の令和２年の１５～４９歳の女性人口は１８６，２９６人と、１０年前と比較して３０，２６６人減
少（▲１４．０％）、２０年前と比較して７０，６７７人減少（▲２７．５％）

※全国の状況：１０年前と比較して▲８．３％、２０年前と比較して▲１７．９％

資料：国勢調査
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４ 合計特殊出生率１．８を目指して
（県総合計画アクションプラン）

・ 本県が直面する喫緊の課題に対して、令和５年度から８年度までの４年間に重点的・優先的に取り組む施策
を５つの重点プログラムとして整理。

・ 自然減対策として、子どもを生み育てやすい県づくり、社会減対策として、「社会減ゼロへの挑戦」を１つの重
点プログラムに掲げ、若者・女性の県内定着や県外からの移住の促進等に取り組むとしている。

８



４ 合計特殊出生率１．８を目指して
（県総合計画アクションプラン）

９



４ 合計特殊出生率１．８を目指して
（「こども・若者プロジェクト」（３つの日本一プロジェクト））

・ 本県の強みを生かし、更なる成長につなげるため、３つの日本一挑戦プロジェクトを６月に知事が表明。

１０



４ 合計特殊出生率１．８を目指して
（未来につなげる少子化対策調査事業）

・ 昨年１２月の知事選を前に「合計特殊出生率が１．８を超えることを目指して外部有識者による研究会を設置し、
現在の対策の評価と課題抽出のための調査研究を行い、少子化対策を再構築する。」と知事が政策提案を公表。

・ ①外部有識者による研究会、②少子化要因「見える化」分析の策定、の２本立てにより、本県及び県内市町村の
少子化要因を分析することで、今後の効果的な少子化対策に活かすとともに、研究会の提言を踏まえた施策の
検討を実施していく。

○令和６年度以降の取組（案）

①外部有識者による研究会 ②少子化要因「見える化」分析の策定

・ 本県の少子化の現状、県の少子化対策の取組報
告を受け、５名の委員よりそれぞれの視点から報告

・ 各委員の報告を踏まえ、県への提言書を作成
・ 研究会スケジュールは次項のとおり

・ 合計特殊出生率の分析を通して、本県の少子化の
現状分析や市町村ごとの少子化要因「見える化」
ツールを策定

・ 分析経過は都度研究会において報告を行うとと
もに、結果は次年度以降の施策に展開

・ 研究会より提言のあった施策
について、「宮崎の未来創造 子
ども・若者プロジェクト」及び「少
子化対策関係課連携会議（社会
減対策）」において、予算化を検
討・施策を実施

・ 少子化要因「見える化」分析
を受け、市町村長及び企業・関
係団体向けセミナーを開催し、
本県の少子化の危機意識を共
有

・ 市町村ごとの少子化要因「見える化」を
行い、各市町村ごとの課題を明確化

・ 市町村においては、課題に応じたオー
ダーメイド型の取組を分野横断的に展開
する「地域アプローチ」による少子化対策
を推進

・ 県はその取組を支援

提言施策の予算化・実施 首長向けセミナー等 市町村伴走支援
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５ 研究会開催日程（案）

内 容日 時

・ 本県の少子化の現状等（県）
・ 本県の出生率及び人口動態の実態分析（中国地域創造研究センター）
・ 鎌田委員報告

第１回
１０月３１日（火） 11:00～

・ 本県の少子化対策関連事業等（県）
・ 県内市町村の出生率の分析（中国地域創造研究センター）
・ 藤井委員報告

第２回
１１月２１日（火） 1６:00～

・ 見える化資料の経過報告１（中国地域創造研究センター）
・ 小川委員報告、増田委員報告

第３回
１２月２６日（火） 1０:00～

・ 見える化資料の経過報告2（中国地域創造研究センター）
・ 杉山委員報告
・ 提言書案骨子協議

第４回
１月３０日（火） 1０:00～

・ 提言書案協議
第５回

２月２７日（火） 1０:00～

・ 会長より知事に提言書提出
提言
３月

１2


